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（証券コード　４０９８）

株 主 各 位
山口県宇部市大字小串1978番地の25 　　

取締役社長 　渡 邉 　 一

第118 回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第118回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますから、ご出席下さい
ますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）午後４時30分
までに到着するよう折り返しご送付下さいますようお願い申し上げます。

敬　具　

記

１ ．日　時　平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２ ．場　所　山口県宇部市大字小串1978番地の25　当社本店
　　　　　　（末尾の会場ご案内図をご参照下さい）
３ ．会議の目的事項

　　報 告 事 項　第118期　　　　　　　　　　　　　事業報告および計算書類報告の件

　　決 議 事 項
　　第１号議案　剰余金の処分の件
　　第２号議案　取締役１名選任の件
　　第３号議案　監査役３名選任の件

以　上　　

◎�当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい
ますようお願い申し上げます。

◎�株主総会参考書類、事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト（http://www.titankogyo.co.jp）に掲載させていただきます。

平 成 28 年 ６ 月 10 日

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

� �
� �
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件
　�　当社は、事業の成長、拡大による企業価値の向上を最重要課題として認識するとともに、

株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひとつと考えております。
　�　当期の期末配当につきましては、当期の業績および今後の事業展開などを勘案いたしま

して、次のとおりといたしたいと存じます。
　（１）　配当財産の種類
　　　　金銭
　（２）　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　　　　当社普通株式１株につき金２円
　　　　総額　60 , 186 , 676 円
　（３）　剰余金の配当が効力を生じる日
　　　　平成 28 年６月 30 日

第２号議案　取締役１名選任の件
　�　経営体制の強化のため、取締役１名を増員することとし、その選任をお願いするもので

あります。
　�　なお、本総会において選任された取締役の任期は、当社定款の定めにより、他の在任取

締役の任期の満了する時までとなります。
　　取締役候補者は次のとおりであります。

氏
ふ り が な

名
（生　年　月　日）

略 歴 、 地 位 、 担 当
および重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

長
なが

岡
おか

佳
よし

孝
たか

（昭和36年４月13日生）

昭和59年４月　当社入社
平成26年３月　当社販売部長
平成26年10月　当社執行役員販売部長（現任）

8 , 467 株

（注）　１．新任の取締役候補者であります。
　　　２．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案　監査役３名選任の件
　�　監査役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役３名
（うち社外監査役２名）の選任をお願いするものであります。

　　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏
ふ り が な

名
（生　年　月　日）

略 歴 、 地 位 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

１

※

中
なか

田
た

耕
こう

司
じ

（昭和28年10月１日生）

昭和47年４月　当社入社
平成17年３月　当社研究開発部副部長
平成20年３月　当社販売部副部長
平成21年６月　当社執行役員販売部長
平成26年３月　当社執行役員品質保証部長
　　　　　　　兼購買・物流部長
平成27年３月　当社執行役員品質保証部長
　　　　　　　（現任）

7 , 555 株

２ 大
おお

田
た

明
あき

登
と

（昭和32年７月15日生）

昭和63年４月　�弁護士登録（山口県弁護士会所
属）

　　　　　　　大田明登法律事務所開設
　　　　　　　同代表（現任）
平成16年６月　当社監査役（現任）

（重要な兼職の状況）
　大田明登法律事務所　代表

43 , 348 株

３ 大
おお

﨑
さき

　 真
まこと

（昭和49年５月22日生）

平成17年12月　�弁護士登録（山口県弁護士会所
属）

　　　　　　　大﨑　真法律事務所開設
　　　　　　　同代表（現任）
平成20年６月　当社監査役（現任）

（重要な兼職の状況）
　大﨑　真法律事務所　代表

37 , 688 株
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（注）　１．※印は、新任の監査役候補者であります。
　　　２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　３．大田明登氏および大﨑　真氏は、社外監査役候補者であります。
　　　４．社外監査役候補者に関する特記事項は次のとおりであります。
　　　　　①�大田明登氏につきましては、弁護士としての専門知識と経験および当社の社外監査役としての経験

を当社の監査に反映していただくため、引き続き社外監査役として選任をお願いするものでありま
す。なお、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役
としての職務を適切に遂行していただけるものと判断いたしました。また、同氏の社外監査役の在
任期間は、本総会終結の時をもって 12 年となります。

　　　　　②�大﨑　真氏につきましては、弁護士としての専門知識と経験および当社の社外監査役としての経験
を当社の監査に反映していただくため、引き続き社外監査役として選任をお願いするものでありま
す。なお、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役
としての職務を適切に遂行していただけるものと判断いたしました。また、同氏の社外監査役の在
任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。

　　　５．�当社は、大田明登氏および大﨑　真氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け
出ております。なお、両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

� 以　上



● JR 宇部新川駅より徒歩 20 分

株主総会会場ご案内図

　　　　　　場所　　山口県宇部市大字小串１９７８番地の２５　当社本店
　　　　　　　　　　電話　（０８３６）３１－４１５５



（第118回定時株主総会招集通知添付書類）

第 118 期 報 告 書
平 成  27  年  ４  月  １  日 か ら

平 成  28  年  ３  月  31  日 ま で

事 業 報 告
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表
会計監査人監査報告書　謄本
監 査 役 会 監 査 報 告 書　謄本
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事　　業　　報　　告
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

１．　会社の現況に関する事項
（１）　事業の経過およびその成果
　�　当事業年度におけるわが国の経済は、政府による経済政策や日本銀行の金融緩和

策を受けて、緩やかながら景気回復の動きがみられましたものの、中国を始めとす
るアジア新興国経済の減速など、依然として先行き不透明な状況で推移いたしまし
た。

　�　このような情勢のもとで、当社は、３カ年の新中期事業計画（平成 28 年３月期
～平成 30 年３月期）に基づき、基盤事業の再構築、コア事業の収益拡大および新
規事業の強化を通じて、持続的な成長に向けた収益基盤の強化に取り組んでまいり
ました。

　�　その結果、既存製品および新製品の拡販により、当事業年度の売上高は、前事業
年度を上回る 63 億５百万円（前事業年度比 0.9％増）となりました。

　�　一方、損益面につきましては、諸経費の増加はありましたものの、売上高の増
加、一部製品の設備稼働率の上昇、主要原燃料価格の値下がりにより、営業利益は
１億７千７百万円（前事業年度比 75.8％増）、経常利益は１億４千１百万円（前事
業年度比 98.9％増）となりました。また、特別損失として固定資産除却損を計上い
たしましたので、当期純利益は１億２千４百万円（前事業年度比 53.3％増）となり
ました。

　�　なお、配当につきましては、当事業年度の業績および今後の事業展開などを勘案
し、１株につき２円を予定しております。

　　セグメント別の概況は、次のとおりであります。

 （酸化チタン）
　�　酸化チタンにつきましては、需要の低迷により既存製品の出荷数量が減少いたし

ました。高付加価値品の超微粒子酸化チタンにつきましては、トナー外添剤向けの
出荷数量は前事業年度並みに留まりましたが、ＵＶカット化粧品向けの出荷数量は
増加いたしました。新規事業のチタン酸リチウムにつきましては、産業用蓄電池向
けが好調に推移し、出荷数量が大幅に増加いたしました。

　�　以上の結果、当セグメントの売上高は 43 億５千５百万円（前事業年度比 1.2％増）
となり、売上高の増加、チタン酸リチウムの設備稼働率の上昇、原燃料価格の値下
がりなどにより、営業利益は１億６千１百万円（前事業年度比 183.0％増）となり
ました。

�� �
�� �
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（酸　化　鉄）
　�　酸化鉄につきましては、需要の低迷によりフェライト向けおよびトナー向けの出

荷数量は減少いたしましたが、塗料向けやその他用途向けの出荷数量は増加いたし
ました。

　�　以上の結果、当セグメントの売上高は 19 億５百万円（前事業年度比 0.3％増）
となりましたが、設備稼働率の低下および諸経費の増加などにより、営業利益は
２百万円（前事業年度比 92.4％減）となりました。

（２）　設備投資等の状況
　　当事業年度は、特記すべき設備投資等はありません。

（３）　資金調達の状況
　　当事業年度は、特記すべき資金調達はありません。

（４）　対処すべき課題
　�　翌事業年度につきましては、政府による各種政策効果や米国の景気拡大などを背

景に、次第に景気回復へ向かうことが期待されますものの、中国を始めとするアジ
ア新興国や資源国の景気の下振れなどの影響が懸念され、景気回復のペースは緩や
かな状況に留まるものと思われます。

　�　このような状況下で、当社といたしましては、３カ年の新中期事業計画（平成
28 年３月期～平成 30 年３月期）に基づき、基盤事業の酸化チタンおよび酸化鉄の
再構築、コア事業の超微粒子酸化チタンの収益拡大、新規事業のチタン酸リチウム
の強化、高機能新素材の早期開発、徹底したコスト削減などに注力し、持続的な成
長を達成してまいる所存であります。

　�　なお、新中期事業計画（平成 28 年３月期～平成 30 年３月期）の初年度（平成
28 年３月期）の実績は、売上高が 63 億５百万円（計画　66 億円）、経常利益が

セグメント別売上高一覧表
区　　　分 売  上  高（前事業年度比増減率） 構  成  比

酸化チタン 4 , 355 百万円（  1 . 2％増） 69 . 1％

酸　化　鉄 1 , 905 百万円（  0 . 3％増） 30 . 2％

そ　の　他 44 百万円（  0 . 2％増） 0 . 7％

合　　　計 6 , 305 百万円（  0 . 9％増） 100 . 0％
 （注）�上記のうち、輸出の金額は740百万円（前事業年度比　15 . 2％減）で、売上高に占める比率は

11 . 7％となっております。
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１億４千１百万円（計画　１億３千万円）、当期純利益が１億２千４百万円（計画
１億１千万円）となり、売上高は計画に及びませんでしたが、経常利益および当期
純利益は計画を上回りました。

（５）　財産および損益の状況の推移
　　当事業年度および過去３年間の財産および損益の状況は、次のとおりであります。

（６）　重要な親会社および子会社の状況
　　該当事項はありません。

（７）　主要な事業内容 
　�　当社は、酸化チタンおよび酸化鉄ならびにこれに付随する化学工業品の製造販売

を行っております。

（８）　主要な営業所および工場
　①　本　社（山口県）
　②　営業所　東京事務所（東京都）
　③　工　場　宇部工場（山口県）　宇部西工場（山口県）　宇部開発センター（山口県）

区　　分
第 115 期
平成25年
３ 月 期

第 116 期
平成26年
３ 月 期

第 117 期
平成27年
３ 月 期

第 118 期
平成28年
３ 月 期

売 上 高 5 , 126 百万円 5 , 857 百万円 6 , 249 百万円 6 , 305 百万円

経 常 利 益 △ 91 百万円 △ 141 百万円 71 百万円 141 百万円

当 期 純 利 益 770 百万円 △ 124 百万円 80 百万円 124 百万円

1株当たり当期純利益 25 . 59　円 △ 4 . 13  円 2 . 69  円 4 . 12  円

総 資 産 11 , 377 百万円 11 , 277 百万円 11 , 740 百万円 11 , 371 百万円

純 資 産 5 , 358 百万円 5 , 232 百万円 5 , 517 百万円 5 , 466 百万円

（注）１　�第 116 期は、新製品の採用決定などにより売上高は増加いたしましたが、新規事業へ
の増産投資に伴う固定費負担の先行などにより、経常損失が拡大いたしました。

　　２　�第 117 期は、既存製品および新製品の売上高の増加と拡販に伴う設備稼働率の上昇な
どにより、増収増益となりました。

　　３　�第 118 期（当事業年度）の状況につきましては、前記（１）「事業の経過およびその成果」
に記載のとおりであります。

　　４　�１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出し
ております。

� �
� �

� �
� �

� �
� �

� �
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（９）　使用人の状況
� （平成28年３月31日現在）

（10）　主要な借入先
� （平成28年３月31日現在）

２．　会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）
（１）　発行可能株式総数　　84 , 000 , 000 株

（２）　発行済株式の総数　　30 , 276 , 266 株（自己株式　182 , 928 株を含む）

（３）　株主数　4 , 994 名 

（４）　大株主
　　上位 10 名の株主名および当該株主の持株数は、次のとおりであります。

使用人数（前事業年度末比増減） 平均年齢 平均勤続年数
244 名（24 名増） 45 . 3 歳 20 . 9 年

（注）�使用人数は就業人員であり、当社から他社への出向者（１名）を除き、嘱託（68名）を含んでお
ります。

借入先 借入金残高
株式会社山口銀行 3 , 310 百万円

株　　主　　名 持　株　数（持株比率）
稲 畑 産 業 株 式 会 社 2 , 109 千株 （ 7 . 01％）
株 式 会 社 東 芝 2 , 000 千株 （ 6 . 65％）
株 式 会 社 山 口 銀 行 1 , 282 千株 （ 4 . 26％）
株 式 会 社 山 田 事 務 所 961 千株 （ 3 . 20％）
小 西 安 株 式 会 社 935 千株 （ 3 . 11％）
秋 田 武 松 513 千株 （ 1 . 70％）
日 本 ト ラ ス テ ィ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 498 千株 （ 1 . 65％）

平 井 健 治 482 千株 （ 1 . 60％）
平 井 聖 子 386 千株 （ 1 . 28％）
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 386 千株 （ 1 . 28％）

（注）持株比率は、自己株式（182 , 928 株）を控除して計算しております。
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３．　会社の新株予約権等に関する事項
　　該当事項はありません。

４．　会社役員に関する事項
（１）　取締役および監査役の氏名等
� （平成 28 年３月 31 日現在）

氏　名 地位および担当 重要な兼職の状況

渡　邉　　　一 取締役社長（代表取締役） 山東三盛鈦工業有限公司 副董事長

好　永　俊　宏 専務取締役（研究開発本部長）

森　光　廣　一
　　　　　　生産本部長
常務取締役　宇部工場長
　　　　　　宇部西工場長

中　村　　　茂
　　　　　　管理本部長
取　締　役　総務部長
　　　　　　内部監査室長

ＴＫサービス株式会社 取締役社長

久保田　　　守 取　締　役　購買物流・海外事業本部長
　　　　　　海外事業部長

山東三盛鈦工業有限公司 董事　　
兼副総経理

長谷川　亮　範 取　締　役 新光産業株式会社　顧問

梶　　　健　次 取　締　役

岡　田　壽　雄 常勤監査役

上　西　利　明 監　査　役

大　田　明　登 監　査　役 大田明登法律事務所　代表

大　﨑　　　真 監　査　役 大﨑　真法律事務所　代表

（注）１　�取締役　長谷川亮範氏および梶　健次氏は、社外取締役であり、株式会社東京証券取
引所に独立役員として届け出ております。

　　２　�監査役　大田明登氏および大﨑　真氏は、社外監査役であり、株式会社東京証券取引
所に独立役員として届け出ております。

　　３　�平成 27 年６月 26 日開催の第 117 回定時株主総会終結の時をもって、取締役社長　松
川正典氏および専務取締役　重永俊雄氏が任期満了により退任し、同日付けで松川正
典氏は当社相談役に、重永俊雄氏は当社顧問に就任いたしました。
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（２）　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額

（３）　社外役員に関する事項
　①　重要な兼職先と当社との関係
　　　・�取締役　長谷川亮範氏は、新光産業株式会社の顧問を兼務しており、当社は

同社に工事を発注しております。
　　　・�監査役　大田明登氏は、大田明登法律事務所の代表を兼務しておりますが、

当社と兼務先との間には特別の関係はありません。
　　　・�監査役　大﨑　真氏は、大﨑　真法律事務所の代表を兼務しておりますが、

当社と兼務先との間には特別の関係はありません。
　②　当事業年度における主な活動状況
　　　当事業年度における主な活動状況は、次のとおりであります。

区　分 氏　名 主な活動状況

社外取締役 長谷川 亮範 就任後開催の取締役会 12 回のうち 12 回に出席し、経営
全般にわたる知識と経験から発言を行っております。

社外取締役 梶 　 　 健 次 就任後開催の取締役会 12 回のうち 12 回に出席し、金融
界における知識と経験から発言を行っております。

社外監査役 大 田 明 登
当事業年度開催の取締役会 16 回のうち 15 回、監査役会
15 回のうち 15 回に出席し、弁護士としての専門的見地
から発言を行っております。

区　　　分 人　数 支　給　額
取　締　役

（うち社外取締役）
9 名

（ 2 名）
60 百万円

（ 5 百万円）
監　査　役

（うち社外監査役）
4 名

（ 2 名）
20 百万円

（ 6 百万円）
合　　　計

（うち社外役員）
13 名

（ 4 名）
80 百万円

（12 百万円）
（注）１　�取締役の報酬限度額は、平成元年６月 29 日開催の第 91 回定時株主総会において、月

額 13 百万円以内と決議いただいております。なお、使用人兼務取締役に対する使用
人給与は含まれておりません。

　　２　�監査役の報酬限度額は、昭和 57 年６月 28 日開催の第 84 回定時株主総会において、
月額２百万円以内と決議いただいております。

　　３　上記の支給額のほか、使用人兼務取締役の使用人給与が 14 百万円（３名分）あります。
　　４　�上記の取締役の人数および支給額には、平成 27 年６月 26 日開催の第 117 回定時株主

総会終結の時をもって、任期満了により退任した取締役２名を含んでおります。
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　③　社外役員が子会社等から受けた役員報酬等の総額
　　　該当事項はありません。

５．　会計監査人の状況
（１）　会計監査人の名称
　　太陽有限責任監査法人

（２）　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等
　　　17 百万円
　②　当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　　　17 百万円

（３）　非監査業務の内容
　�　当社は、太陽有限責任監査法人に再生可能エネルギー固定価格買取制度の減免申

請に関する確認業務を委託しております。

（４）　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　�　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判

断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内
容を決定いたします。また、会計監査人が会社法第 340 条第１項各号に定める項目
に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い
たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主
総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

区　分 氏　名 主な活動状況

社外監査役 大 﨑 　 真
当事業年度開催の取締役会 16 回のうち 15 回、監査役会
15 回のうち 15 回に出席し、弁護士としての専門的見地
から発言を行っております。

　　（注）�当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を区分しておりませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

　③　監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由
　　　�監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に

関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況および報
酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につい
て同意を行っております。
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６．　�取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ
の他業務の適正を確保するための体制ならびにその運用状況の概要

（１）　�取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制

　�　取締役および使用人のコンプライアンスの徹底を図るためコンプライアンス規則
およびコンプライアンス行動指針を制定し、全社を統括するコンプライアンス委員
会において、コンプライアンスの遵守状況を管理する。また、内部監査室が定期的
にコンプライアンスに関する内部監査を実施し、その結果を社長および監査役へ適
宜報告する。さらに、法令上疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行
う手段として内部通報窓口を設置する。

　（運用状況）
　�　コンプライアンス規則およびコンプライアンス行動指針を制定し、全社を統括す

るコンプライアンス委員会を毎年４月に開催し、コンプライアンスの遵守状況を管
理しております。また、内部監査室が年１回、コンプライアンスに関する内部監査
を実施し、その結果を社長および監査役へ適宜報告しております。さらに、法令上
疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段として内部通報窓口を
設置しております。

（２）　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　�　取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規則に従い適切に文書で保

存および管理を行う。

　（運用状況）
　�　取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規則に従い適切に文書で保

存および管理を行っております。

（３）　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　�　リスク管理に関する体制を整備するためリスク管理規則を制定し、全社を統括す

るリスク管理委員会において、リスク管理に関する施策を立案、推進する。また、
不測の事態が発生した場合は、対策本部を設置し、迅速かつ適切な対応を行い、損
害の拡大を防止する。
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　（運用状況）
　�　リスク管理規則を制定し、全社を統括するリスク管理委員会を毎年４月に開催し、

リスク管理に関する施策を立案、推進しております。また、不測の事態が発生した
場合は、対策本部を設置し、迅速かつ適切な対応を行い、損害の拡大を防止してお
ります。

（４）　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　�　定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定および取締役の業務執行状況

の監督等を行うとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速な意思決定を
行う。また、取締役会において中期経営計画および年度予算を策定し、各取締役の
担当職務を明確にし、職務執行の効率化を図る。

　（運用状況）
　�　定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定および取締役の業務執行状況

の監督等を行うとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速な意思決定を
行っております。また、取締役会において中期経営計画および年度予算を策定し、
各取締役の担当職務を明確にし、職務執行の効率化を図っております。

（５）　�当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を
確保するための体制

　�　関係会社管理規則を制定し、子会社の独立性・自主性を維持しつつ、事業活動等
の定期的な報告に加え、重要案件については事前協議を行う。また、当社取締役ま
たは使用人を子会社の役員として派遣し、子会社の運営を監視・監督および監査し
て業務の適正を確保するとともに、当社の監査役および内部監査室が連携して、子
会社の業務執行状況を監査する。

　（運用状況）
　�　関係会社管理規則を制定し、子会社の独立性・自主性を維持しつつ、事業活動等

の定期的な報告に加え、重要案件については事前協議を行っております。また、当
社取締役または使用人を子会社の役員として派遣し、子会社の運営を監視・監督お
よび監査して業務の適正を確保するとともに、当社の監査役および内部監査室が連
携して、子会社の業務執行状況を監査しております。
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（６）　�監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項

　�　監査役の職務を補助するため、監査役会事務局を設置し、内部監査室との兼務使
用人１名以上を配置する。

　（運用状況）
　　監査役会事務局を設置し、内部監査室との兼務使用人３名を配置しております。

（７）　�（６）の使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

　�　監査役会事務局の使用人は監査役から直接指示命令を受け、監査役に直接報告で
きる。また、監査役会事務局の使用人に関する人事異動については、監査役会の事
前の同意を得る。

　（運用状況）
　�　監査役会事務局の使用人は監査役から直接指示命令を受け、監査役に直接報告し

ております。また、監査役会事務局の使用人に関する人事異動については、監査役
会の事前の同意を得ております。

（８）　�取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制

　　取締役および使用人は監査役に対して、以下の報告を行う。
　　①　�会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちにその

事実
　　②　�取締役および使用人が法令もしくは定款に違反する行為をし、またはこれら

の行為をするおそれがあると考えられるときは、その旨
　　③　監査役が報告を求めた事項、その他監査上有用と判断される事項

　（運用状況）
　　当事業年度は、（８）①から③に該当する事項はありませんでした。
　　

（９）　�監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制

　�　監査役へ情報提供を行ったことを理由として、不利益な取扱いをすることを禁止す
るとともに、情報提供者の職場環境が悪化することがないように適切な措置を講じる。
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　（運用状況）
　�　社内規則で、監査役へ情報提供を行ったことを理由として、不利益な取扱いをす

ることを禁止する旨の規定を定めております。なお、当事業年度は、監査役への情
報提供はありませんでした。

（10）　�監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該
職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　�　監査役の職務の執行について生ずる費用等の請求の手続きを定め、監査役から前
払いまたは償還等の請求があった場合には、当該請求に係る費用が監査役の職務の
執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、所定の手続きに従い、これに
応じる。

　（運用状況）
　�　監査役の職務の執行について生ずる費用等の請求の手続きを定め、監査役からの

請求に基づいて、所定の手続きに従い、これに応じております。

（11）　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　�　監査役会と代表取締役との間で定期的な意見交換会を開催する。また、監査役か

らの要請に応じ、監査役と会計監査人および内部監査室との間で連絡会を開催する。

　（運用状況）
　�　監査役会と代表取締役との間で毎年５月および 11 月に意見交換会を開催してお

ります。また、監査役からの要請に応じ、監査役と会計監査人および内部監査室と
の間で連絡会を開催しております。

（12）　財務報告の信頼性を確保するための体制
　�　金融商品取引法その他の関係法令等に基づき、有効かつ適切な内部統制の整備お

よび運用体制を構築するとともに、当該体制が適正に機能していることを継続的に
評価し、必要な是正措置を行う。

　（運用状況）
　�　金融商品取引法その他の関係法令等に基づき、有効かつ適切な内部統制の整備お

よび運用体制を構築するとともに、内部監査室が、当該体制が適正に機能している
ことを年１回評価し、必要な是正措置を行っております。
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（13）　反社会的勢力排除に向けた体制
　�　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは一切の関わり

を持たず、不当な要求に対しては、警察等の外部専門機関と連携し、毅然とした姿
勢で対応するとともに、反社会的勢力および団体排除に向けて組織的に取り組む。

　（運用状況）
　�　反社会的勢力および団体とは一切の関わりを持たず、不当な要求に対しては、警

察等の外部専門機関と連携し、毅然とした姿勢で対応するとともに、反社会的勢力
および団体排除に向けて組織的に取り組んでおります。

　　　（注）�本事業報告に記載の金額および株式数は、１株当たり当期純利益を除き、表示単位未満
の端数を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成28年３月31日現在）　　　　　　　　　　
資　産　の　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流　動　資　産 4 , 359 , 643 流　動　負　債 2 , 668 , 473

現 金 預 金 372 , 853 支 払 手 形 132 , 215
受 取 手 形 492 , 072 買 掛 金 465 , 026
売 掛 金 1 , 045 , 122 短 期 借 入 金 1 , 569 , 984
製 品 1 , 452 , 450 リ ー ス 債 務 23 , 519
仕 掛 品 580 , 889 未 払 金 205 , 892
原材料及び貯蔵品 378 , 714 未 払 費 用 57 , 858
前 渡 金 10 , 560 未 払 法 人 税 等 22 , 033
前 払 費 用 26 , 530 未 払 消 費 税 等 57 , 723
その他の流動資産 448 預 り 金 6 , 223

賞 与 引 当 金 87 , 237
固　定　資　産 7 , 011 , 668 その他の流動負債 40 , 759
有形固定資産 5 , 592 , 434
建 物 1 , 651 , 944 固　定　負　債 3 , 235 , 868
構 築 物 233 , 565 長 期 借 入 金 2 , 040 , 696
機 械 装 置 3 , 282 , 895 リ ー ス 債 務 49 , 545
車 輌 運 搬 具 7 , 590 繰 延 税 金 負 債 200 , 389
工 具 器 具 備 品 107 , 756 退 職 給 付 引 当 金 689 , 549
土 地 231 , 957 長 期 仮 受 金 252 , 193
リ ー ス 資 産 68 , 585 資 産 除 去 債 務 3 , 494
建 設 仮 勘 定 8 , 140

負 債 の 部 合 計 5 , 904 , 342
無形固定資産 6 , 186
ソ フ ト ウ エ ア 3 , 759 （ 純 資 産 の 部 ）
電 話 加 入 権 2 , 426 株　主　資　本 5 , 002 , 174

資 本 金 3 , 443 , 346
投資その他の資産 1 , 413 , 048 資 本 剰 余 金 292 , 712
投 資 有 価 証 券 955 , 368 資 本 準 備 金 292 , 712
関 係 会 社 株 式 9 , 000 利 益 剰 余 金 1 , 302 , 092
関 係 会 社 出 資 金 281 , 741 利 益 準 備 金 39 , 142
従業員長期貸付金 35 , 610 その他利益剰余金 1 , 262 , 950
長 期 前 払 費 用 106 , 873 　繰越利益剰余金 1 , 262 , 950
そ の 他 の 投 資 36 , 000 自 己 株 式 △35 , 976
貸 倒 引 当 金 △ 11 , 545

評価・換算差額等 464 , 796
その他有価証券評価差額金 464 , 796

純 資 産 の 部 合 計 5 , 466 , 970
合　　　計 11 , 371 , 312 合　　　計 11 , 371 , 312

　（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）



－ 14 －

損　益　計　算　書

平成27年４月１日から
　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成28年３月31日まで　　　　　　　　　　

科　　目 金　　額

売 上 高 6 , 305 , 762

売 上 原 価 5 , 254 , 258

売 上 総 利 益 1 , 051 , 503

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 874 , 222

営 業 利 益 177 , 280

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 18 , 785

雑 収 入 18 , 632 37 , 418

営 業 外 費 用

支 払 利 息 54 , 351

雑 損 失 19 , 098 73 , 450

経 常 利 益 141 , 249

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5 , 456 5 , 456

税 引 前 当 期 純 利 益 135 , 792

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 11 , 672

当 期 純 利 益 124 , 119

　（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

� �
� � （単位：千円）
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株主資本等変動計算書

平成27年４月１日から
　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成28年３月31日まで　　　　　　　　　　

株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株　主
資　本
合　計資本準備金 利益準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

当期首残高 3 , 443 , 346 292 , 712 33 , 122 1 , 205 , 048 △ 34 , 797 4 , 939 , 431
事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － △ 60 , 198 － △ 60 , 198
利益準備金の積立 － － 6 , 019 △ 6 , 019 － －
当期純利益 － － － 124 , 119 － 124 , 119
自己株式の取得 － － － － △ 1 , 179 △ 1 , 179
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － 6 , 019 57 , 902 △ 1 , 179 62 , 742
当期末残高 3 , 443 , 346 292 , 712 39 , 142 1 , 262 , 950 △ 35 , 976 5 , 002 , 174

評価 ･ 換算
差額等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

当期首残高 577 , 862 5 , 517 , 294
事業年度中の変動額

剰余金の配当 － △ 60 , 198
利益準備金の積立 － －
当期純利益 － 124 , 119
自己株式の取得 － △ 1 , 179
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） △113 , 065 △113 , 065

事業年度中の変動額合計 △113 , 065 △ 50 , 323
当期末残高 464 , 796 5 , 466 , 970

　（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

� �
� � （単位：千円）

（単位：千円）
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［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
　１．資産の評価基準及び評価方法
　（１）有価証券
　　　子 会 社 株 式	 移動平均法による原価法
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの	 期末日の市場価格等に基づく時価法
	 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　　時価のないもの	 移動平均法による原価法
　
　（２）たな卸資産
　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産
	 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　２．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産（リース資産を除く）
	 定額法によっております。
	 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
	 　　建　　物　３～ 47年
	 　　機械装置　４～ 12年

　（２）無形固定資産	 定額法によっております。
	� なお､自社利用のソフトウエアについては､社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。

　（３）リース資産	 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　３．引当金の計上基準
　（１）貸倒引当金	� 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

　（２）賞与引当金	 従業員の臨時給与の支給に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。
　（３）退職給付引当金	� 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。
	 ①退職給付見込額の期間帰属方法
	 　�退職給付債務の算定にあたり､退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。
	 ②数理計算上の差異の費用処理方法
	 　�数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業
年度から費用処理しております。

　４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　　�外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

　５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　　　消費税等の会計処理
　　　　　�消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税及び地方消費

税については、当期の費用として処理しております。

個　別　注　記　表



－ 17 －

［貸借対照表に関する注記］
　１．担保資産及び担保付債務
　　　　担 保 資 産
　　　　　　　　　　　　　　　建 物	 1 , 574 , 042 千円
　　　　　　　　　　　　　　　構 築 物	 147 , 898 千円
　　　　　　　　　　　　　　　機 械 装 置	 1 , 578 , 065 千円
　　　　　　　　　　　　　　　工具器具備品	 7 , 881 千円
　　　　　　　　　　　　　　　土 地	 149 , 090 千円
　　　　　　　　　　　　　　　投資有価証券	 930 , 199 千円
　　　　　　　　　　　　　　　 計 	 4 , 387 , 177 千円
　　　　担 保 付 債 務
　　　　　　　　　　　　　　　短 期 借 入 金	 1 , 569 , 984 千円
　　　　　　　　　　　　　　　長 期 借 入 金	 2 , 040 , 696 千円
　　　　　　　　　　　　　　　 計 	 3 , 610 , 680 千円

　２．有形固定資産の減価償却累計額	 28 , 027 , 986 千円

　３．受取手形割引高	 781 , 490 千円

　４．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）
　　　　短期金銭債権	 87 千円
　　　　短期金銭債務	 10 , 662 千円

［損益計算書に関する注記］
　関係会社に係る取引
　　　　営 業 取 引 高　　　　　 売 上 高	 1 , 203 千円
　　　　　　　　　　　　　　　 仕 入 高	 181 , 699 千円
　　　　営業外取引高　　　　　 営 業 外 損 益	 567 千円

［株主資本等変動計算書に関する注記］
　１．当期末における発行済株式数（自己株式を含む）	 30 , 276 , 266 株
　２．当期末における自己株式数	 182 , 928 株
　３．剰余金の配当に関する事項
　（１）配当金支払額

　（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　　　平成28年６月29日開催予定の第118回定時株主総会において､次のとおり付議いたします。
　　　普通株式の配当に関する事項
　　　・配当金の総額	 60 , 186 千円
　　　・配当の原資	 利益剰余金
　　　・１株当たりの配当額	 ２円
　　　・基準日	 平成 28 年３月 31 日
　　　・効力発生日	 平成 28 年６月 30 日

決　議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円） 基　準　日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会 普通株式 60 , 198 ２ 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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［税効果会計に関する注記］
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　　繰延税金資産
　　　　　賞与引当金超過額	 26 , 773 千円
　　　　　退職給付引当金超過額	 205 , 455 千円
　　　　　減価償却及び減損損失超過額	 30 , 812 千円
　　　　　繰越欠損金	 392 , 336 千円
　　　　　その他	 149 , 869 千円
　　　　繰延税金資産小計	 805 , 247 千円
　　　　評価性引当額	 △ 805 , 247 千円
　　　　繰延税金資産合計	 － 千円

　　　　繰延税金負債
　　　　　その他有価証券評価差額金	 200 , 389 千円
　　　　繰延税金負債合計	 200 , 389 千円

　　　　繰延税金負債の純額	 200 , 389 千円

［金融商品に関する注記］
　１．金融商品の状況に関する事項
　　　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。
　　　�一時的な余資は預金等で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。投機的な

取引は行わない方針であります。
　　　�受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、与信管理を推進することで低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってお
ります。

　　　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備資金（長期）であります。
　　　なお、デリバティブは実需の範囲で行うこととしております。

　２．金融商品の時価等に関する事項
　　　�平成 28 年３月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

資産
　（１）現金預金 372 , 853 372 , 853 －
　（２）受取手形 492 , 072 492 , 072 －
　（３）売掛金 1 , 045 , 122 1 , 045 , 122 －
　（４）投資有価証券
　　　　  その他有価証券 934 , 910 934 , 910 －
　（５）従業員長期貸付金 35 , 610 39, 367 3 , 757
負債
　（１）支払手形 132 , 215 132 , 215 －
　（２）買掛金 465 , 026 465 , 026 －
　（３）短期借入金（＊ 1） 1 , 100 , 000 1 , 100 , 000 －
　（４）未払金 205 , 892 205 , 892 －
　（５）長期借入金（＊ 1） 2 , 510 , 680 2 , 524 , 663 13 , 983
　（６）リース債務（＊ 2） 73 , 065 73 , 479 414

（＊ 1）１年内返済予定の長期借入金（貸借対照表計上額 469 , 984 千円）は、（５）長期借入金に含めております。
（＊ 2）（６）リース債務は流動負債と固定負債を合算しております。
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　　　（注）１　金融商品の時価の算定方法等
　　　　　　資　産
　　　　　　　（１）現金預金、（２）受取手形、（３）売掛金
　　　　　　　　　�これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。
　　　　　　　（４）投資有価証券
　　　　　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
　　　　　　　（５）従業員長期貸付金
　　　　　　　　　�貸付金の時価については、信用リスクを考慮し、その将来キャッシュ・フローを適切な利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　　　　負　債
　　　　　　　（１）支払手形、（２）買掛金、（３）短期借入金、（４）未払金
　　　　　　　　　�これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。
　　　　　　　（５）長期借入金、（６）リース債務
　　　　　　　　　�これらのうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しているため、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元
利金の合計額を、同様の新規取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。

　　　　　２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　　　（＊ 1）　�これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなど
ができないため、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示
の対象としておりません。

　　　　　　　　（＊ 2）　非上場株式については、「（４）投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。

［持分法損益等に関する注記］
　関連会社に対する投資の金額	 281 , 741 千円
　持分法を適用した場合の投資の金額	 350 , 714 千円
　持分法を適用した場合の投資利益の金額	 25 , 682 千円

［１株当たり情報に関する注記］
　１株当たり純資産	 181 円 67 銭
　１株当たり当期純利益	 ４円 12 銭

（単位：千円）
区　分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊1）（＊2） 20 , 457　
関係会社株式（＊1） 9 , 000　
関係会社出資金（＊1） 281 , 741　
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独立監査人の監査報告書
� 平 成  28  年 ５ 月 ６ 日
チタン工業株式会社
　　取 締 役 会　御中

太陽有限責任監査法人

　当監査法人は、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、チタン工業株式会社の平成
27 年４月１日から平成 28 年３月 31 日までの第 118 期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。
� 以　上

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 桐　川　　　聡 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尾　川　克　明 ㊞
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　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第118期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　⑴�　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　⑵�　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　　①�取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　　②�事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第 100 条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

　　③�会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10
月 28 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。

　�　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。

２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　①�　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
　　②�　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
　　③�　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

監 査 報 告 書

平成28年５月13日	 チタン工業株式会社　　監査役会
	 常勤監査役� ㊞
	 監　査　役� ㊞
	 社外監査役� ㊞
	 社外監査役� ㊞

岡 田 壽 雄
上 西 利 明
大 田 明 登
大 㟢 　 真

以　上
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